
〈 記入上の注意 〉

※この調査結果については、個別に公表することは一切ありません。

整理番号

令和３年度伊達市労働実態調査票

○この調査は、原則として令和３年１２月３１日現在で記入してください。

○この調査は、伊達市内にある事業所を対象にしています。市外の本店・支店は含めないでください。

○市内に本社と支社がある場合は、市内の本支店分を一括して取りまとめてください。

所在地 　伊達市

電話番号 （０１４２）　　　－ ＦＡＸ （０１４２）　　　－

○回答は該当する番号に○印を付けるか、該当欄に記入してください。

○調査票の返送につきましては、業務ご多忙の折り恐縮ですが、３月３０日（水）までに、同封の

　返信用封筒にて、調査票のみご返送をお願いします。

○※印の用語の説明については別紙「～用語の説明～」をご覧ください。

１．事業所の概要

事業所名

労働組合  １．あり　　２．なし

就業規則
（常用従業員）

 １．あり　　２．なし

２．従業員（常用従業員※９、パートタイム労働者※10）の雇用

 １．雇用している 　 ➡　「３．従業員数の内訳」へお進みください。

記入者
（所属名）

（氏　名）

業種
（一つだけ）

　１．建設業※１　　　　　　 ２．製造業※２　　　　　　 ３．運輸業，通信業※３

　４．卸売業，小売業※４　　 ５．金融業・保険業※５　　 ６．医療・福祉※６

　７．サービス業等※７　　　 ８．その他※８ （　　　　　　　　　　   　）

男性 人 人 人 人

 ２．雇用していない　➡　雇用していない場合は８ページへお進みください。

３．従業員数の内訳

注１．常用従業員数のみご記入ください。なお、従業員数から代表者及び役員は除いてください。

常用従業員以外については「８．パートタイム労働者の雇用状況」でお聞きします。

区分
市内の本支店分

19歳
以下

20～
29歳

30～
39歳

40～
49歳

50～
59歳

人 人 人 人 人 人

60～
64歳

65歳
以上

合計 うち
外国人

うち
障がい者

合計 人 人 人 人

女性 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人人



 ２．なし

（２）休日・休暇（常用従業員についてご記入ください。）

６．その他（　　　　　　）

休憩時間 　　　 １日　　　　時間　　　　分

時間外
勤務時間

  一人当たり１ヶ月平均

　　　　　　　　　　時間　　　　分

変形労働時間

制※12の導入

 １．ある　➡　（実施形態）　１．１年単位※13　　 ２．その他（　　　　　）

４．労働時間・休日等

（１）労働時間（常用従業員についてご記入ください。）

所定労働

時間※11

 １．　１日　　　　時間　　　　分 ※休憩時間を除いた労働時間

 ２．　１週　　　　時間　　　　分 ※週によって異なる場合は４週の平均時間

（実施予定）

１．あり　 　２．なし

祝日
 祝日を休日としていますか

 １．全部休日　　　２．一部休日　　　３．休日としていない

区　分 内　　　容

休日

週休

 週休２日制を実施していますか

 １．実施している　　➡ １．完全週休２日制　　　２．４週８休制

３．月３回以上　　４．隔週　　　５．月２回以下

 ２．実施していない　➡

年次有給

休暇※14

 １．ある　➡　付与日数（　　　　）日　　　平均取得日数（　　　　）日

 ２．ない

５．賃金・手当等

（１）給与（基本給※15）

注１．常用従業員について、各年齢該当者の月額基本給の平均をご記入ください。

年末年始休暇
 １．ある　➡　日数（　　　）日(令和３年実績)

 ２．ない

特別休暇
（夏季）

 １．ある　➡　日数（　　　）日(令和３年実績)

 ２．ない

女性

10歳代 円 円 円 円 円 円

注２．該当者がいない場合、給与規定等により想定の賃金をご記入ください。

区分
事務系※16 技術系※17 労務系※18

男性 女性 男性 女性 男性

円

30歳代 円 円 円 円 円 円

20歳代 円 円 円 円 円

円

50歳代 円 円 円 円 円 円

40歳代 円 円 円 円 円

円60歳代 円 円 円 円 円



➡

（２）一時金（賞与）（常用従業員についてご記入ください。）

夏季手当

 １．ある　➡　　 平均支給率　　　　　　　ヶ月分

平均支給額　　　　　　　　　円

 ２．ない

年末手当

 １．ある　➡　　 平均支給率　　　　　　　ヶ月分

平均支給額　　　　　　　　　円

 ２．ない

決算手当
又は

年度末手当

 １．ある　➡　　 平均支給率　　　　　　　ヶ月分

平均支給額　　　　　　　　　円

 ２．ない

（３）諸手当
※19

（常用従業員についてご記入ください。）

注１．一人あたりの支給額（月額）をご記入ください。

注２．現物支給の場合は、現物換算額をご記入ください。

燃料手当

 １．ある　➡　　 世 帯 主（　　　　　　　円） 燃料手当の支給月

準世帯主（　　　　　　　円） 　　月～　　月

 ２．ない 非世帯主（　　　　　　　円）

家族手当

 １．ある　➡　　 配偶者 （　　　　　　　円）

第１子 （　　　　　　　円）

第２子 （　　　　　　　円）

 ２．ない その他 （　　　　　　　円）

住宅手当

 １．ある　➡　　 持ち家 （　　　　　　　円）

借　家 （　　　　　　　円）

 ２．ない その他 （　　　　　　　円）

通勤手当

 １．ある　➡　　 １．実費

２．定額・定率

 ２．ない ３．その他

（４）賃金引き上げ（常用従業員についてご記入ください。）

注１．令和３年度ベースアップ（定期昇給含む。）実施状況についてご記入ください。

ベース
アップ

 １．実施した　　　　➡　 平均引き上げ額　　　　　　　円

平均引き上げ率　　　　　　　％

 ２．実施していない　➡ （令和４年度実施予定）

１．あり

２．なし



（４）福利厚生（常用従業員についてご記入ください。）

２．実施予定なし

６．諸制度実施状況

（１）労働条件（常用従業員についてご記入ください。）

生理休暇制度  １．ある　　　　２．ない

産前・産後

休暇制度※20

 １．ある　➡　 １．有給

２．一部有給 最大取得日数　（　　　　　）日

３．無給

最大取得日数　（　　　　　）日

２．一部有給 制度の利用状況（前年度実績）

３．無給 男性　　　　人　女性　　　　人

 ２．ない　➡　 （実施予定）

 ２．ない　➡　 （実施予定）

１．検討中

２．実施予定なし

育児休業

制度
※21

 １．ある　➡　

定年制の延長について
定年後の再雇用制度について

介護休業

制度※22

 １．ある　➡　 １．有給 最大取得日数　（　　　　　）日

２．一部有給 制度の利用状況（前年度実績）

３．無給 男性　　　　人　女性　　　　人

 ２．ない　➡　 （実施予定）

１．有給

１．検討中

（３）退職金制度（常用従業員についてご記入ください。）

退職金制度
（あるものすべて）

 １．ある　➡　 １．自社制度　　２．中小企業退職金共済制度

３．建設業退職金共済制度　　４．特定退職金共済制度

５．生命保険会社の企業年金等　　６．その他

 ２．ない

定年制の
延長について

 １．最近延長した　　➡　 （　　　　歳）→（　　　　歳）へ延長

 ２．延長を検討中　　

 ３．延長の予定なし

定年後の再雇用

制度※23について

 １．ある　➡　１．パートタイム労働者　　２．その他（　　　　　　）

 ２．ない

１．検討中

２．実施予定なし

（２）定年制（常用従業員についてご記入ください。）

定年制  １．ある（　　　　　歳）　　　　２．ない

※「１．ある」場合

社会保険等
（あるものすべて）

 １．ある　➡　 １．健康保険　２．厚生年金　３．雇用保険　４．労災保険

 ２．ない

福利厚生制度
（あるものすべて）

 １．ある　➡　 １．住宅資金貸付　 ２．生活資金貸付　 ３．慶弔見舞金給付

 ２．ない ４．被服食事代等助成　 ５．福利厚生施設　 ６．その他

 ３．検討中

健康診断  １．ある　　　２．ない

がん健診  １．ある　　　２．ない



７．採用状況　

（１）新規学卒者の採用状況（令和３年４月採用）

新卒採用状況  １．採用した　　　２．採用していない

※「１．採用した」場合

（５）教育訓練（研修）（常用従業員についてご記入ください。）

教育訓練
（研修）

 １．ある　➡ １．会社独自　 ２．商工会議所　 ３．その他（　　 　 ）

 ２．ない　➡ １．実施予定あり　 ２．検討中　 ３．実施予定なし

区分 高校卒
専門学校・
短期大学卒

大学卒 合計

男性 人 人 人 人

女性 人 人 人 人

合計 人 人 人 人

（２）令和４年度の新規学卒者採用見込み

新卒採用見込み  １．採用予定あり　　　２．採用予定なし

※「１．採用予定あり」場合

区分 高校卒
専門学校・
短期大学卒

大学卒 合計

合計 人 人 人 人

（３）中途採用状況（令和３年４月～令和３年12月まで）

男性 人 人 人 人

女性 人 人 人 人

中途採用状況  １．採用した　　　２．採用していない

※「１．採用した」場合

区分 10歳代 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 合計

男性 人 人 人 人 人 人 人

人 人

合計 人 人 人 人 人 人 人

女性 人 人 人 人 人

女性

高校卒 円 円 円 円 円 円

（４）初任給（令和３年４月現在の月額）

区　分
事務系※16 技術系※17 労務系※18

男性 女性 男性 女性 男性

円

大学卒 円 円 円 円 円 円

専門学校・
短期大学卒

円 円 円 円 円



 １．在留資格や受入れにかかる法令など、事務手続が不明

 ２．文化や生活習慣、言語が異なるため　　

 ３．受入れコスト（宿舎、日本語教育等）がかかるため

 ４．不法行為や犯罪等の発生が心配されるため

 ５．業務に必要性が無いため

 ６．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 １．予定がある　　２．検討中　　３．予定はない

（５）離職状況（令和３年１月～令和３年12月まで）

　　全体の離職者　　　　　　　　人　　（うち入社３年以内の離職者　　　　　　人）

（６）障がい者の雇用状況

 障がい者の雇用状況  １．雇用している　　２．雇用していない

（７）外国人の雇用状況

 外国人の雇用状況
（技能実習生含む）

 １．雇用している　　　２．雇用していない

※「２．雇用していない」場合

 外国人を雇用していない理由
（複数回答可）

 外国人を雇用（増員）する予定

 障害者雇用率制度※24について  １．知っている　　２．知らない

 障害者雇用率制度の制度改正について  １．知っている　　２．知らない

 障がい者を雇用（増員）する予定  １．予定がある　　２．検討中　　３．予定はない

人材の確保や
定着に向けた
取り組み

 １．労働条件の改善　　２．定年の延長　　３．退職金制度の導入

 ４．福利厚生の充実　　５．教育訓練（研修）の充実　　６．業務の効率化

 ７．特に考えていない　　８．その他（　　　　　　　　　　　　　　）

８．パートタイム労働者※10の雇用状況

（１）パートタイム労働者の雇用状況

（８）労働力の現状

現在の労働力  １．不足している　　　２．充足している　　　　３．過剰である

※「１．不足している」場合（複数回答可）

不足している職種  １．事務系　　　２．技術系　　　３．労務系

区　分
事務系※16 技術系※17 労務系※18

男性 女性 男性 女性 男性 女性

人

うち
65歳以上 人 人 人 人 人 人

従業員数 人 人 人 人 人

円平均時給額 円 円 円 円 円



※「１．不足している」場合（複数回答可）

 １．１日　　　　　２．２日　　　　　３．３日

 ４．４日　　　　　５．５日　　　　　６．６日

 １．２時間未満　　２．２～４時間　　３．４～５時間

 ４．５～６時間　　５．６～８時間　　６．８時間以上

人材確保に
向けた取り組み

 １．労働条件の改善 　２．福利厚生の充実 　３．教育訓練（研修）の充実

 ４．特に考えていない 　５．その他（　　　　　　　　　　　　　　）

（３）パートタイム労働者を雇用している理由（複数回答可）

　１．一般労働者の採用が困難なため　　　　　　２．人件費が割安となるため

　３．資格・技能を持った人を必要とするため　　４．再雇用として

（２）パートタイム労働者の労働力の現状

現在の労働力  １．不足している　　　２．充足している　　　　３．過剰である

不足している職種  １．事務系　　　２．技術系　　　３．労務系

人 人 人 年

（５）パートタイム労働者の労働条件

仕事の内容  １．正社員と同じ　　２．正社員の補助　　３．独立した仕事　　４．その他

　５．忙しい時期だけ雇用できるため　　　　　　６．仕事の内容がパートで間に合うため

　７．その他（　　　　　　　　　　）　

（４）パートタイム労働者の雇用人数と平均勤続年数

１年未満 １年以上～５年未満 ５年以上 平均勤続年数

１週間の
就労日数

※人数のもっと
も多い区分に
一つだけ、
○を付けて
ください。

１日の
就労時間

社会保険  １．ある　　　　２．ない

雇用保険  １．ある　　　　２．ない

労働契約  １．書面による契約　　２．口頭による契約

就業規則

 １．ある　➡　　 １．パートタイム労働者専用の就業規則がある

２．正社員の就業規則を適用

３．正社員の就業規則にパートの規定がある

 ２．ない

賞与(一時金)  １．ある　　　　２．ない

交通費  １．ある　　　　２．ない

健康診断  １．ある　　　　２．ない

退職金制度  １．ある　　　　２．ない

年次有給休暇  １．ある　　　　２．ない

定期昇給  １．ある　　　　２．ない



（１）【事業継承】について

※「２．いない」場合

（２）【雇用調整助成金※25】について

雇用調整助成金 　１．受給した　　　　　　　２．受給していない

ご協力いただき誠にありがとうございました。

記入漏れがないか再度ご確認の上、同封の返信封筒で

令和４年３月３０日（水）までに郵送してください。

補足（従業員を雇用していない場合もご記入ください）

　注１．この項目については、現在の労働実態に直接関与するものではありませんが、伊達市内の事業

　　　　所の現状を調査する目的でお尋ねするものです。

事業の後継者 　１．いる　　   ２．いない 　　  ３．検討中

今後の予定 　１．廃業する　  ２．売却を検討している　  ３．その他（　　　　　　）


